
１　きょうとこどもの城づくり事業について

項番 事業名 事業概要 実施状況 当事者や支援者の声 評価と課題 今後の施策の方向性 担当課 該当頁

1
ひとり親家庭のこども

の居場所づくり事業

ひとり親家庭特有の悩みや不安を持

つこどもと保護者が気軽に交流し安

心して集うことができる居場所を提

供し、こどもの生活習慣の確立と学

習習慣の定着に向けて支援

・箇所数：21→36箇所（H28→R5）

・R3より送迎型加算を追加。

・現行計画期間中に発生した新型コ

ロナウイルスへの対応においては、

R3より、実施日数に応じてコロナ加

算を措置するとともに、こどもの居

場所等を通じた食料品や生活必需

品、学用品を緊急配布を実施

・コロナや物価高騰の影響も踏まえ

て、食材費の高騰分への支援や年末

年始等の特別な催しの開催費を支援

を実施

・こどもの居場所に通うことで、生

活習慣や学習習慣が身についた。

・多年代の子ども達と交流すること

で、子ども自身の精神的な成長に繋

がった。

・地域における居場所が、連鎖する

貧困を解消する精神的な支えになっ

ている。

・余裕の無い日常生活では体験でき

ないクッキングや工作などを子ども

が楽しんでおり、親子の会話も多く

なった。

・学習面での遅れがあるが、年齢を

遡って根気よく向き合ってもらい感

謝している。

【評価】

・実施箇所は着実に増加しており、

概ね府内全域での実施ができてい

る。

・送迎加算の追加など、より多くの

方が利用できるよう参加者の利便性

向上に取り組めている。

・配布事業等を通じて、今まで繋が

りの無かった世帯にもアプローチす

ることができており、居場所利用者

や登録者数の増加にも繋げている。

【課題】

・地域によって実施箇所数にばらつ

きがあり、地域偏在の解消が必要。

・府主体で実施し、地域のニーズ把

握が不十分なため、市町村との連携

が必要。

こども家庭庁が策定した「こどもの

居場所づくり指針」も踏まえて、ひ

とり親家庭などの特定の課題に応じ

た居場所や、誰もが集まれる居場所

など、役割機能を整理し、市町村と

連携して、引き続き府内の居場所づ

くりの推進を図っていく。

家庭・青少年

支援課
2

2
きょうと子ども食堂開

設・運営支援事業

子ども食堂の開設と運営を支援 ・箇所数：37→77箇所（H29→R5）

・現行計画期間中に発生した新型コ

ロナウイルスへの対応においては、

R3より、日単価を1,000円増加する

加算措置を実施。

・コロナや物価高騰の影響も踏まえ

て、食材費の高騰分への支援や年末

年始等の特別な催しの開催費を支援

を実施

・家や学校では見せない顔を食堂で

は見ることができる。

・孤立している子ども達から親のこ

と、友人のこと、学校での生きづら

さなどを話すことができる場になっ

ている。

・近隣住民の農家の方から食材提供

をもらうなど、地域の交流の場とし

て機能している。

・調理体験等による食育の推進を図

れている。

【評価】

・実施箇所は着実に増加しており、

概ね府内全域での実施ができてい

る。

・食事の提供だけでなく、学校や行

政と連携する団体もあり、地域にお

ける交流拠点としての役割を担うよ

うになっている。

【課題】

・地域によって実施箇所数にばらつ

きがあり、地域偏在の解消が必要。

・府主体で実施し、地域のニーズ把

握が不十分なため、市町村との連携

が必要。

・地域の高齢者等が活動の中心であ

り、学生ボランティアなどのスタッ

フ確保が必要。

・引き続き様々な課題を抱える子ど

もやその保護者を福祉施策に繋ぐ入

口として取り組むとともに、地域に

おける交流の場として孤独や孤立を

解消する場としても推進を図ってい

く。

・身近な地域である市町村による支

援が広がっていくように後方支援を

行っていく。
家庭・青少年

支援課
2,8

（総括）

各施策が、子どもやその保護者の安心できる居場所として機能するとともに、学習支援や体験機会の提供等により子どもの健全な成長に寄与している。また、課題を抱える子どもや大人を関係機関につなぐ拠点としての役

割や、地域における交流の場としての機能など、支援制度へのアクセス向上や孤独孤立の解消に一定効果がでている。一方で、各施策の支援者側の人材確保や支援拠点の地域偏在等に課題がある。

資料１－１
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１　きょうとこどもの城づくり事業について

3
子どもの未来づくりサ

ポーター事業

大学生などの若い世代が中心となっ

て取り組む子どもの貧困対策に係る

取り組みを支援

・箇所数：４→最大８箇所（H28→

R5）

・コロナの状況を踏まえ、対象事業

を一部変更するなどして柔軟に事業

を展開。

世代が近い大学生等が企画立案した

ことで、子ども達が貴重な体験、経

験ができ、支援者にも良い経験と

なった。

【評価】

・事業開始当初から一定の数の団体

申請があり、また学生団体の中で担

当者が事業を引き継ぐなどしてお

り、事業が根付いている。

【課題】

・H28事業開始当初から実施地域

は、大学が所在する亀岡以南に限ら

れており、地域偏在の解消が必要。

・大学等からの支援を得ている学生

団体等に申請が限られており、幅広

い事業展開が必要。

R5年度で終了し、R6年度以降は他

事業を活用しながら推進。

家庭・青少年

支援課
2

4
こどもの城づくり支援事

業

きょうとフードセンターによるこど

もの城関係団体への寄付食材マッチ

ングを実施。

・野菜やパンなどの食材について、

提供者とこどもの居場所や子ども食

堂などの事業者とのマッチングを

行った。

マッチング件数　463件（R5）

・人材確保事業や相談事業により、

ボランティア登録の協力依頼や助成

金活用等に関するセミナーを実施。

・食材の提供により子ども達への食

事提供を十分に行うことができ、助

かっている。

・事業者と受け取り先の施設との関

係性や連携状況により、利用のハー

ドルについて違いがある。

【評価】

事業者の継続的な運営に当たって

は、食材や人材、財源の確保が課題

であり、当事業による活動支援は一

定役割を果たしている。

【課題】

・安定的な食材提供のために、提供

先の確保や提供方法の改善が必要。

・人材確保面において、特に学生な

ど支援に関心のある層への情報発信

の方法について、改善が必要。

・事業者が継続的・安定的に活動が

行えるよう、引き続き当事業を通じ

て後方支援を行っていく。

・令和６年度からは、企業開拓を行

うコーディネーターの配置を開始し

ており、提供者の確保をより推進す

ることとしている。
家庭・青少年

支援課
2

5 地域未来塾

様々な課題を抱える子どもを対象

に、原則無料で地域住民の協力によ

る学習支援を行う「地域未来塾」を

支援し、身近な学習環境の整備を推

進する。

箇所数等：６市町（組合）17箇所17

校 → 11市 町 （ 組 合 ） 41 箇 所 54校

（H27→R5）

・学校でわからなかったところの復

習ができた。

・自分でしっかりと学習する力がつ

いた。

・学習に自信を持って取り組めるよ

うになった。

・勉強する時間が増えた。

【評価】

・指導者の個別指導や学習環境の変

化による参加生徒の学習意欲の向上

につながっている。

・子どもたちにとって安心できる居

場所となっている。

【課題】

・子どもの学力に応じた指導者人材

の確保と育成が必要。

地域社会全体で子どもの学びや育ち

を支える環境づくりを引き続き推進

していく。

社会教育課 7
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１　きょうとこどもの城づくり事業について

6
子どもの学習・生活支援

事業

生活困窮世帯及び生活保護世帯の中

学生等を対象とした学習支援を中心

とした居場所を設置し、学力や学習

習慣の向上を支援する。

・箇所数：2→6箇所（H28→R5）

・参加人数:H28 13人→R5  32人

※府は町村部のみ対象

・本人の志望校の内容に則した対策

を行い、志望する高校や大学等に進

学することができた。

・苦手分野を個別にサポートするな

ど個々の能力に応じた指導により学

力の向上を図ることができた。

・定期的な開催により学習習慣を身

につけることができた。

・学習能力の向上により自己肯定感

が上昇した。

・受験期で不安定になるメンタル面

のサポートを行うことで心のケアが

できた。

【評価】

・学習支援を中心に実施しており、

志望先に合格するなど成果が出てい

る。

・学習習慣の向上により、成績がよ

くなり、成功体験による自己肯定感

の上昇など学習以上の効果も出てい

る。

【課題】

・担い手となる業者が少なく、対応

できる子どもに限りがあるため、担

い手を確保し、利用できる子どもの

拡大に努めることが必要。

当該事業については、令和元年度に

「こどもの居場所づくり事業」から

「こどもの学習・生活支援事業」に

変更され、「貧困の連鎖」防止のた

め、生活保護受給世帯の子どもを含

む生活困窮世帯の子どもを対象に学

習支援を主に実施。引き続き貧困の

連鎖防止のため、居場所や家庭訪

問、オンライン等での学習支援を実

施していく。

地域福祉推進

課
7

7
フリースクール連携推進

事業

府認定フリースクールが実施する学

校と連携した教育活動への助成を行

う。

・箇所数：６施設を対象（継続）

・500千円／１施設を上限に支援。

・該当施設に通所する児童生徒の学

校と連携した体験活動及び保護者を

含めた教育相談活動等の補助として

実施している。

・該当施設には、原籍校との間で通

所児童生徒の成績評価等に関する円

滑な情報交換を実施することとして

いる。

・体験活動に補助が出ることで、家

庭の負担が減り、様々な体験の機会

を設定することができる。

・外に出にくい子どもが体験活動を

とおして得る学びは、非常に大きい

ものがあると考える。

【評価】

・各施設がそれぞれの特色を生かし

て、通所する児童生徒が様々に体験

活動を行う機会を提供できている。

・児童生徒、保護者への相談支援の

場を確保できている。

【課題】

事業開始時と比べ、不登校児童生

徒、フリースクールの数が増えてい

るため、より効果的な支援の在り方

について検討が必要。

不登校児童生徒の居場所のひとつと

して、民間フリースクールが果たし

ている役割は大きい。該当する児童

生徒へのより効果的な支援のあり方

については、現状を踏まえて検討す

る必要がある。
学校教育課 8
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２　教育と福祉の連携について

項番 事業名 事業概要 実施状況 当事者や支援者の声 評価と課題 施策の方向性 担当課 該当頁

1

学校を起点に支援に結

びつく仕組みの整備

（学校プラットホー

ム）

学校プラットフォームをより効果的

に継続させ、小中高すべての校種に

おいて府域全体の取組となるよう、

支援の仕組みを構築する。

ソーシャルワークの視点で支援を行

う「まなび・生活アドバイザー」を

各校に配置・派遣し、福祉的な視点

からの支援を行うとともに、関係機

関との連携体制を構築している。

教員による家庭訪問や面談の中で、

虐待が疑われる内容、経済的な課題

などの相談があった際、まなび・生

活アドバイザーと協働することで適

切な福祉的支援へとつなぐことがで

きた。

【評価】

配置校の多くでは、コーディネー

ターとなる教員を中心に、まなび・

生活アドバイザーの支援活動やケー

ス会議を行うための校内システムが

機能的に構築されており、教職員に

ついても、様々な問題を関係諸機関

と連携して組織的に解決する認識の

共有が進んでいる。

【課題】

学校によって連携状況に差がある。

また、教職員によっても連携の意識

にばらつきがあるため、府内全域で

適切な連携体制が構築できるよう、

一層の取組が必要。

引き続き、まなび・生活アドバイ

ザー等の専門人材を学校体制に適切

に位置付け、学校をプラットフォー

ムとして効果的に機能させること

で、子どもを支援することができる

よう、福祉関係者をはじめとする諸

機関との連携を図っていく。 家庭・青少年

支援課

学校教育課

1

2
京都式「学力向上教育サ

ポーター」事業

まなび・生活アドバイザーの専門性

を高めるとともに、対外的な機関と

の連携の在り方や児童生徒の生活習

慣・学習習慣確立に向けた効果的な

支援の在り方について理解を深める

研修を実施する。

学校におけるまなび・生活アドバイ

ザーの効果的な活用促進を目的とし

て、４月に担当教員研修会、７月・

９月に夏季研修会、３月に配置校説

明会を実施している。

　４月

　まなび・生活アドバイザー

　担当教員対象

　７月・９月

　まなび・生活アドバイザー対象

　３月

　まなび・生活アドバイザー

　配置校担当教員（管理職）対象

・家庭への支援等について、教員だ

けでは対応することが困難な事例に

対し、まなび・生活アドバイザーが

福祉の視点での働きかけを行うこと

により、児童生徒の課題が改善され

ることにつながっている。

・就労困難になった貧困家庭に対

し、まなび・生活アドバイザーが保

護者に働きかけた結果、生活保護の

受給申請がなされた事例

・関係機関との連携による家庭支援

の結果、該当生徒の不登校傾向が解

消された事例がある。

【評価】

問題を抱える児童生徒が置かれた環

境への働きかけを行っている。児童

生徒本人や保護者への相談活動、関

係機関との連携等の「直接支援」や

児童生徒のアセスメント（見立て）

の実施や教員への助言、ケース会議

への参加、教員への校内研修の実施

等の「間接支援」を行うことで、継

続した支援が行われるよう努めてい

る。

【課題】

まなび・生活アドバイザーの技量に

ついては常にブラッシュアップする

必要があるため、研修をとおして、

アセスメントとプランニングによる

間接支援の技量の向上を図る。

安定した児童生徒支援に向けて社会

福祉士や精神保健福祉士の資格を持

つまなび・生活アドバイザーの配置

校数・時間数を充実させるために、

採用数（応募数）を増やす取組が必

要である。

学校教育課 1,5,6,9

（総括）

福祉施策等につなぐ役割をもつ「まなび・生活アドバイザー」等を中心に、児童生徒やその家庭の課題について、教員も含めた関係者によって組織的に解決する仕組みの構築が進んでいる。ただし、学校によって連携状況

に差があるなど、府内全域での支援体制の整備という点では課題がある。今後も、課題を抱える児童生徒が適切な支援を受けられるよう、現状や課題の認識を共有しつつ、教育と福祉の連携を一層推進し、支援体制の充実

を図っていく。
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２　教育と福祉の連携について

3

京都式「学力向上教育サ

ポーター」事業

（まなび・生活アドバイ

ザーの配置・派遣）

退職教員や社会福祉士を府内の小・

中学校に「まなび・生活アドバイ

ザー」として配置するとともに、未

配置校にも社会福祉士を派遣できる

体制を整備することにより、福祉関

係機関等との連携を通じたネット

ワークづくりを実施する。

府内小・中・義務教育学校及び府立

高等学校、府立特別支援学校に配

置。

　小学校　拠点校　　29校

　　　　　派遣校　　163校

　中学校　拠点校　　40校

　　　　　派遣校　　54校

　　　　　市費拠点　２校

学校教育課 1

4

京都式「学力向上教育サ

ポーター」事業

（社会福祉士、臨床心理

士等の派遣）

困難な家庭環境にある子どもの状況

を学校で把握し、教育的、福祉的観

点からの学習・生活支援策を検討・

実施できるよう未配置校にも社会福

祉士、臨床心理士等を派遣できる体

制を整備する。

・まなび・生活アドバイザーの未配

置校へは、「派遣校」として各拠点

校から派遣している。（月１回、１

回４時間）

・不登校児童生徒支援拠点整備事業

として府内11か所の教育支援セン

ター（適応指導教室）に配置し、通

所している児童生徒への支援及びア

ウトリーチによる学校・児童生徒へ

の支援の促進を進めている。

学校教育課 1

5
幼児教育の質向上・課題

解決事業

京都府の幼児教育の拠点として設置

した京都府幼児教育センターを中心

に、幼児教育アドバイザーの配置や

関係機関との更なる連携体制の構築

を通して、幼児教育の質の向上や小

学校教育への円滑な接続を図る。

・府内のすべての幼児教育施設で質

の高い教育・保育の実施ができるよ

う、教育庁学校教育課、文化生活部

文教課、健康福祉部こども・子育て

総合支援室が一体となり、各種事業

を実施するとともに公私立幼稚園・

保育所・認定こども園を通じた協働

ネットワークを構築している。

・各幼児教育施設からの要請によ

り、幼児教育アドバイザーを派遣

し、保護者との関わり方や、児童福

祉の観点からの子育て、親育て等に

ついて助言を行っている。

（R5：125件）

・幼小の円滑な接続のために幼小の

指導者が協働してカリキュラムの開

発や改善ができるように指導助言を

行っている。

・「こどもまんなか」という視点で

考えることで、幼児の行動を肯定的

に捉えられるようになってきた。

・子どもが意思決定できるような子

どもと保育教諭との関係性が大切で

あることを学んだ。

・答えを言わず、プロセスを大切に

していく。子どもが試せる環境をつ

くっていくことが大切だということ

を学んだ。

・カウンセリングの３原則やケース

ワークの７原則を踏まえて家庭に誠

実に寄り添い、こどもを中心に考え

て支援することの大切さを知った。

【評価】

幼児教育アドバイザー派遣を中心と

した各種事業をとおして幼児教育施

設のニーズに応じた指導助言を行

い、質の高い教育・保育の実現を

図っている。

【課題】

・市町村の幼児教育関連機関等との

連絡交流の充実を図る。

・すべての子どものウェルビーイン

グの実現に向け、アドバイザー派遣

等の各種事業を推進し、幼児教育の

質の向上を図る。

・こどもをまんなかにおいて幼小の

円滑な接続を実現することで、だれ

一人取り残さない切れ目のない支援

につなげる。

学校教育課 ２,4

同上 同上同上
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２　教育と福祉の連携について

6
家庭教育アドバイザーの

配置

子育てピア（子育て世代包括支援セ

ンター）等と連携し、家庭教育に悩

みや不安を抱える家庭への訪問な

ど、就学前から就学後にわたって切

れ目のない支援を実施する。

・箇所数：３市町３小学校区→２市

町２小学校区（R1→R5）

・R元年度からR3年度の3年間で積

み上げた実践を普及させるため、R4

年度からは新たな２市町村で実施

・こども園や中学校の様子もわか

り、保小中の連携から兄弟関係の課

題に協力して取り組みやすくなっ

た。

・地域のつながりもあり、地域での

しんどさについても気楽に話ができ

る。

【評価】

・関係機関等と地域における保護者

支援体制が構築できた。

・関係機関等と連携し、保護者への

対応を行うことで、登校渋り等の早

期解消につながっている。

【課題】

・アドバイザーの配置されていない

地域においても支援手法が活用され

るように、支援モデルの普及が必要

である。

教育と福祉との連携をより一層進

め、必要な支援や関係機関にタイム

リーにつなぐ「マイナス１歳」から

の保護者支援体制の構築を推進す

る。

社会教育課 4

7
ヤングケアラー支援体制

強化事業

ヤングケアラー総合支援センターを

中心に、当事者や社会全体への広報

啓発や、相談から適切な支援につな

げるための仕組みづくりを実施する

とともに、こどもの居場所において

ヤングケアラーへの支援を実施

京都府ヤングケアラー総合支援セン

ターにおいて、当事者やその家族、

支援者への相談支援や、チラシ等に

よる広報啓発、関係機関向けの研修

や当事者同士の集いの場であるオン

ラインコミュニティを実施。

・相談実績　延べ901件(R5)

                 　  延べ478件(R5)

・福祉部局と教育委員会が連携し、

府内全小中高校生（小学校は高学年

以上）にチラシやクリアファイル等

を配布。

・「ヤングケアラー」という言葉の

周知には当事者やその家族が傷つか

ないような配慮が必要。

・オンラインコミュニティの場で

は、学校の友達や家族には言えない

ようことも話せる。

・関係性の無いところからいきなり

支援するといわれても拒絶してしま

う人は多いと思う。

・家庭環境に貧困、虐待、ネグレク

トなどの課題を複合的に抱えている

ことも多いので、ほっと一息つくた

めの居場所が求められている。

【評価】

・相談件数や研修の講師派遣回数は

増加傾向にあり、福祉部局と教育委

員会の連携等によりセンターの広報

啓発が一定進められた結果と考えら

れる。

・オンラインコミュニティには、一

定数参加があり、安心できる場とし

て機能していると考えられる。

【課題】

18歳未満からの相談件数は少なく、

当事者自身を相談窓口につなぐこと

は十分にできておらず、周りの大人

を通じて支援につなげるなど、引き

続き当事者、支援者双方への広報啓

発が必要。

・総合窓口の機能として、ヤングケ

アラー相談支援センターによる相談

支援や広報啓発、研修等を引き続き

行うとともに、各地域における支援

体制構築が重要であることから、市

町村に対して後方支援を行ってい

く。

・福祉と教育の連携を今後も基盤に

据えて支援を行っていく。

・オンラインコミュニティでの当事

者同士の居場所や、こどもの居場所

における身近な地域での支援は重要

であると考えており、継続して実施

できるよう進めていく。

家庭・青少年

支援課
7,10
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